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０８－D－０１５０ 

２００８年５月１２日 
 

ＮＩＳグループ株式会社（証券ｺｰﾄﾞ：8571）

 長期優先債務格付据置：「ＢＢ」（ﾀﾞﾌﾞﾙBﾌﾗｯﾄ） 
    格付けの見通しの変更：「安定的」→「ネガティブ」 
発行登録債予備格付据置：「ＢＢ」（ﾀﾞﾌﾞﾙ B ﾌﾗｯﾄ） 

 
ニッシン債権回収株式会社（証券ｺｰﾄﾞ：8426）

 長期優先債務格付据置：「ＢＢ」（ﾀﾞﾌﾞﾙ B ﾌﾗｯﾄ） 

    格付けの見通しの変更：「安定的」→「ネガティブ」   
株式会社日本格付研究所（JCR）は、以下のとおり、長期優先債務*等の格付けを見直し、格付けの見通し

を変更しましたのでお知らせします。 
 

*長期優先債務格付けとは、債務者（発行体）の債務全体を包括的に捉え、その債務履行能力を評価したものです。このうち、

期限１年以内の債務に対する債務履行能力を評価したものを短期優先債務格付けと位置づけています。個別債務の評価（債

券の格付け、ローンの格付け等）では、債務の契約内容、債務間の優先劣後関係、回収可能性の程度も考慮するため、個別

債務の格付けが長期優先債務格付けと異なること（上回ること、または下回ること）もあります。   
発行体：ＮＩＳグループ株式会社 
【据置】 

（対 象） （格付） （見通し） 
・長期優先債務 BB ネガティブ 

（対 象） （発行予定額） （発行予定期間） （予備格付） 
・発行登録債 1,000 億円 2007 年 12 月 3 日から 2 年間 BB 

  
発行体：ニッシン債権回収株式会社 
【据置】 

（対 象） （格付） （見通し） 
・長期優先債務 BB ネガティブ 

  
【格付事由】 

(1) 本日、NIS グループ株式会社（以下、当社）は、平成 20 年 3月期通期業績予想（連結）を営業収益 830

億円（875 億円）、営業利益△155 億円（△55 億円）、経常利益△175 億円（△75 億円）、当期純利益△

452 億円（△300 億円）に修正することを発表した（括弧内は前回発表の予想。）。修正理由は、貸倒関連

費用の増加（75 億円）、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9 号 平成 18 年 7 月 5

日）の早期適用（17 億円）、関係会社事業損失引当金の一括計上（29 億円）、投資有価証券評価減および

投資有価証券売却損（19 億円）、などによる。 

 

(2) 当期損失の拡大によって、純資産は当初の想定を下回るものの、2008/3 期末で約 580 億円前後（自己資

本比率 20％前後）は確保されるものと推計される。今回の棚卸資産の評価減、引当金の追加設定等によっ

て、不動産市況や株式市場の低迷に起因する財務リスクは縮小された。また、今年 2 月の資本増強（200

億円の普通株式による増資）と「経営改革プログラム」に基づく、選択と集中やガバナンス強化への取り

組みが進められている点、消費者金融事業のウェートを低下させてきた点、利息返還にかかる損失が想定

内に収まっている点は格付けのサポート要因である。 
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(3) 他方で、金融機関の貸出姿勢の変化、今後の中期的な成長戦略の実現については外部環境によるところ

も大きく、引き続き制約要因がある。不動産関連事業は、これまで収益のドライバーであったが、昨年よ

り市場に変調がみられており、チャネルや案件の出口戦略を一層多様化、変化させていく必要もあろう。

今回の業績修正によって当面の資産劣化リスクは後退したが、不動産関連事業における中期的なビジネス

プランと収益性には下方圧力が加わっており、コアとなる収益力に注意を払っていく必要性は増している

ことを踏まえて、格付けの見通しを変更した。また、人事・調達面で当社との一体性が強いニッシン債権

回収についても、同様に格付けの見通しを変更した。 

 

(4) 当社は、米国のプライベート・エクイティ投資会社 TPG と戦略的資本・事業提携を行っている総合金融

サービス業者で不動産関連事業、サービサーと多角化している。2008 年 3 月期第３四半期(連結)では、総

資産 3,284 億円、営業収益 688 億円、経常利益△36 億円、純資産 612 億円(自己資本比率 17.3％)。 

以 上 

（チーフアナリスト 本多 史裕・アナリスト 田中 純一） 
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【電子メディア対応版】 
NIS グループ株式会社は平成 20 年 3月期通期業績予想（連結）を修正した。当期損失の拡大によって、純資

産は当初の想定を下回るものの、2008/3 期末で約 580 億円前後（自己資本比率 20％前後）は確保されるもの

と推計される。今回の棚卸資産の評価減、引当金の追加設定等によって、不動産市況や株式市場の低迷に起

因する財務リスクは縮小された。また、今年 2 月の資本増強（200 億円の普通株式による増資）と「経営改

革プログラム」に基づく、選択と集中やガバナンス強化への取り組みが進められている点、消費者金融事業

のウェートを低下させてきた点、利息返還にかかる損失が想定内に収まっている点は格付けのサポート要因

である。他方で、金融機関の貸出姿勢の変化、今後の中期的な成長戦略の実現については外部環境によると

ころも大きく、引き続き制約要因がある。当面の資産劣化リスクは後退したが、コアビジネスの一つである

不動産関連事業の中期的なビジネスプランと収益性には下方圧力が加わっており、注意を払っていく必要性

は増していることを踏まえて、格付けの見通しを変更した。また、人事・調達面で当社との一体性が強いニ

ッシン債権回収についても、同様に格付けの見通しを変更した。 

 
 


